
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































れを支えるのは ICT（Information and Com-
munication Technology）などの技術の応用
以上に、そうした産業に関わる個々人のもつ
アイデア、美的センス、感性が育つ地域性が
あるとすれば、公立美術館など地域の美術館
などの果すべき役割、とりわけ、そのコンテ
ンツをどのように企画・運営するのかが問わ
れる。
信機器、事務機器、数値制御工作機器、公害
防止機器等々、③ファッション型産業―高級
アパレル、高級家具、住宅調度品、電子楽器
等々、④情報・教育・医療サービス業―対個
人・対事業所サービス業などが掲げられた。
そうした産業の発展には、研究開発、デザイ
ン、専門的知識など知識集約化が必要とされ、
昭和 46［1971］年の「70年代の通商産業政
策のあり方」などで知識集約化、創造的知識
集約型産業などの概念が登場したのである。
　現在の創造産業とアートとの関係では、そ
れまでの科学的知識や工学的知識だけではな
く、アート的センスなど感性も重要な投入資
源としてみなされていることになる。ただ
し、アート集約産業という範疇は、工芸品な
どの分野でいえても、産業全体との関係では
その効果は直接的ではなく、間接的なスピル
オーバー効果で象徴化される。
　むろん、それはアパレル製品や家具製品な
どへのデザイン面での直接的な効果もあろう
し、より間接的には工業デザインや商業デザ
イン、工学機器の人間工学的22）な応用、さら
にはさまざまな産業分野での創造性への刺激
を通じた新製品開発などへの期待である。後
者はアートのスピルオーバー効果23）といって
よい。地域の優れた美術館や地域アートが自
分たちの地域だけではなく、その他の地域へ
も影響を及ぼす効果である。それは技術開発
で、特定の分野での新発見や新技術の開発が
意図した狭い分野だけではなく、その効果が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
22）人間工学（human engineering, ergonomics）は、一般に人間と機械との関係を一つの系として、その
関係に単に物理学や工学などだけではなく、医学、心理学、生理学の分野の成果を応用して、人間がよ
り使いやすい機械の設計を目指すものである。アートの関係には、さらにそこに美的感覚や感性も付加
されることで、操作する人間と機械との関係をより創造的なものへの転換させることが期待される。
23）スピルオーバー（spillover effect）＝「拡散効果」あるいは「露出効果」は、元来は、電波が本来の目
的とするサービス地域を超えてその他の地域にも及ぶことをいう。公共経済学では、公共サービスの便
益（benefits）が給付公共団体の行政区域をはるかにこえてその他の区域にも「拡散」することで、公
共サービスの提供に関わる費用を負担していない他の地域の住民たちにもその便益が及ぶこと―外部経
済効果―を意味する。
23文化資本と地域経済政策
策が空洞化にともなう工場閉鎖後の跡地利
用、シャッター通りで象徴化された中心市街
地の空洞化対策などと連動して、あるべき方
向性が意図されてきたかどうかである。
　ややもすれば、欧州諸国の稀有な成功事例
のみを模倣し、日本の各地の地域的文脈のな
かでそうした事例が十二分に消化されてきた
のだろうか。これは国レベルでの文化政策の
指針として位置づけられ、国立博物館・美術
館の充実などを盛り込んだ「文化立国の実
現」というあいまいな政策目標についても同
様である。
　「文化立国の実現」は、平成 10［1998］年
に文化庁が「文化政策推進会議」の報告を踏
まえて策定した「文化振興マスタープラン」
に盛り込まれた考え方である。この背景に
は、ますますグローバル化していく経済社会
情勢のなかで、日本というアイデンティティ
＝伝統文化継承の必要性、芸術文化を通じた
ある種の産業構造転換を促すことのできる刺
激などが期待されていた。予算が付けられた
政策項目をみると、芸術創造活動はともかく
として、予算額的には伝統文化の継承・発
展、文化発信のための基盤整備がもっとも多
額となっていることからも理解できよう。反
面、文化を支える人材の養成・確保などは大
きな予算額が配分されたとは言い難い。その
後、平成 13［2001］年には、「文化芸術振興
基本法」が制定されている。同法にはつぎの
ような前文がおかれている。
　「文化芸術を創造し、享受し、文化的な
環境の中で生きる喜びを見出すことは、
人々の変わらない願いである。また、文化
課題と展望
　すでにふれたように、1970年代の革新自
治体を中心とした文化政策への取り組みは、
1980年代後半から国における文化振興策に
も大きな影響を与え、1990年には「芸術文
化振興基金」の創設を促した。これと並行し
て県、さらには市や町のレベルでも、文化会
館や文化ホール、博物館に加えて、美術館が
続々と建設された。
　文化経済学者の後藤和子は、その後の経緯
について、「1980年代後半以降、地方自治体
による文化ホールや美術館・博物館の建設が
相次ぎ、箱ものとしての文化施設が充実し
た。しかし、箱ものとしての文化施設の建設
とは裏腹に事業費や運営のノウハウの不足等
の問題を抱えたまま、1990年代後半になる
と、財政赤字を理由に文化予算を削減する動
きも現れ、2000年代には指定管理者制度の
適用をめぐって、その運営のあり方が問われ
ている」24）と指摘する。
　地方財政の悪化は、後藤のいう文化施設の
運営費などの削減傾向をもたらし、美術館も
含め、指定管理者制度を導入する公立の文化
施設の数を増加させた。ただし、こうした予
算の見直しと削減は公立文化施設25）だけでは
なく、さまざまな分野に及んだ。検討してお
くべきは、ミクロ面、つまり、そうした公立
文化施設のマネジメントーアーツマネジメン
トなど―だけではなく、マクロ面での文化政
策あるいは文化経済政策の大きな枠組みや方
向性が実際にきちんと設定され、そうした政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
24）後藤和子『文化と都市の公共政策―創造的産業と新しい都市政策の構想―』有斐閣（2005年）、32頁。
25）多くの地方自治体の公立文化施設は、たとえば文化会館や文化ホールと呼ばれる劇場音楽ホールなどは、
昭和 42［1967］年の「公立教育施設整備補助金法」の下での国からの補助金などによって建設され、
1970年代以降では「ふるさとづくり事業」や「地域総合整備事業債」、これらに関連する「地方交付税」
によって文化ホールなどの建設が続いた。借金＝地方債と地方交付税で建設した後の建物の維持と、そ
こでの事業展開の企画・運営などソフト面の充実が課題である。
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　同法の基本的な枠組みは、それまでのさま
ざまな分野で制定された他の基本法と大きく
変わるものではなく、文化振興マスタープラ
ンを成文化した内容である。芸術の振興の対
象となっているのは、従来の文学、音楽、美
術、演劇等々から、映画、マンガ、アニメ、
コンピュータを利用した芸術、メディア芸術
などへと拡大されていることは注目しておい
てよい。なお、「美術館、博物館、図書館等」
については、同法第 26条で、「国は、美術
館、博物館、図書館等の充実を図るため、こ
れらの施設に関し、自らの設置等に係る施設
の整備、展示等への支援、芸術家等の配置等
への支援、文化芸術に関する作品等の記録及
び保存への支援その他の必要な施策を講ずる
ものとする」とされ、それまでと大きく異
なっているわけではない。
　他方で、経済産業省は平成 22［2010］年
に「『文化産業立国』に向けて―文化産業を
21世紀のリーディング産業に―」の政策構
想を打ち出している。同ビジョンでは、いま
までの自動車や家電などに代わって、今後の
日本経済をけん引する可能性―ソフトパワー
―が大きい産業分野として、「文化産業（ク
リエイティブ産業）」が位置づけられている。
具体的にはすでにふれたコンテンツ産業、
ファッション産業、家具や文具などデザイン
性の高い産業、イメージ性が重視される観光
業などである26）。いずれにせよ、ここでは
「日本文化」の「産業化」が強く意識されて
いる。
　このためには人的資本、とりわけ、組織で
はなく、個人ベースでの創造性が強調されて
いる。ここで取りあげた公立美術館の役割や
位置付けも、現在の文化立国や文化産業立国
芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表
現力を高めるとともに、人々の心のつなが
りや相互に理解し尊重し合う土壌を提供
し、多様性を受け入れることができる心豊
かな社会を形成するものであり、世界の平
和に寄与するものである。更に、文化芸術
は、それ自体が固有の意義と価値を有する
とともに、それぞれの国やそれぞれの時代
における国民共通のよりどころとして重要
な意味を持ち、国際化が進展する中にあっ
て、自己認識の基点となり、文化的な伝統
を尊重する心を育てるものである。
　我々は、このような文化芸術の役割が今
後においても変わることなく、心豊かな活
力ある社会の形成にとって極めて重要な意
義を持ち続けると確信する。
　しかるに、現状をみるに、経済的な豊か
さの中にありながら、文化芸術がその役割
を果たすことができるような基盤の整備及
び環境の形成は十分な状態にあるとはいえ
ない。二十一世紀を迎えた今、これまで培
われてきた伝統的な文化芸術を継承し、発
展させるとともに、独創性のある新たな文
化芸術の創造を促進することは、我々に課
された緊要な課題となっている。
　このような事態に対処して、我が国の文
化芸術の振興を図るためには、文化芸術活
動を行う者の自主性を尊重することを旨と
しつつ、文化芸術を国民の身近なものと
し、それを尊重し大切にするよう包括的に
施策を推進していくことが不可欠である。
　ここに、文化芸術の振興についての基本
理念を明らかにしてその方向を示し、文化
芸術の振興に関する施策を総合的に推進す
るため、この法律を制定する。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
26）このほかにも日常雑貨製品、食品（飲食業）、広告、出版、建築デザイン、放送、音楽、映画、舞台芸
術、デザイン業、アート関連産業などが含まれる。コンテンツ産業では、米国のハリウッド映画の世界
配給額（輸出額）と日本映画界との大きな格差などが問題視されている。彼我の対比では、韓国の文化
産業育成政策などが強く意識されている。
25文化資本と地域経済政策
めにアートマネジメントの必要性も論じられ
てきた。この具体的な方向性の一つとして、
文化施設の維持・管理コスト削減のための指
定管理者制度が多くの美術館などで導入され
てきた。
　むろん、来館者増大への経営努力は「公
立」施設といえども、必要であり、そのため
の基本的な取り組みは、公立美術館がどのよ
うな美術鑑賞サービスを提供できるかにもよ
る。マネジメント面での取り組みは単にコス
トダウンだけではなく、自分たちの組織の
「競争力」を強化できるかどうかである。美
術館の場合、それは「美術館力」であろう。
そうした競争力の一端は、地域の公立美術館
の場合、地元の作家などの地道な発掘と評価
ではなかろうか。たとえば、日本初のユネス
コ世界記憶遺産に登録された山本作兵衛
（1892～ 1984）の残した炭鉱画と田川市との
関係において、田川市での博物館や美術館の
活動のあり方は地域のミュージアムの今後の
方向性の一端を指し示している。
　炭鉱業という日本の戦後復興と経済成長を
の構想―グランドデザイン―との関係のなか
でそのあり方が問われる可能性もある。だ
が、文化立国や文化産業立国を担う人材の育
成や養成に、公立美術館が応えることができ
るのか。そのまえに、そもそも、そうした役
割を公立美術館などに求めること自体、再考
されるべきではないのか。とはいえ、地方財
政の悪化のなかで、公立美術館は自らのレー
ゾン・デートルー存在理由―を求められるこ
とも増えよう。このことは、わたしたちに
とって美術とは何か、そして、そうした美術
作品を収集・研究・展示することの公共サー
ビスとしての本質的な価値が美術館の内外で
問われることになる27）。
　日本のみならず、それまでの主要産業、と
りわけ、いわゆる重厚長大産業28）が衰退した
国内地域をもつ国において、地域経済の再活
性化がその跡地などを利用して、文化産業の
育成の必要性が指摘され、文化産業の育成を
意図した文化経済政策がさまざまな試みとと
もに実施される一方で、地方財政の悪化から
美術館などの公立文化施設の収益性向上のた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
27）この種の議論は、いままでの美術館に限らず、地方自治体や国の専門機関などで、行政職のトップと専
門職の職員の間で繰り返されてきただろう。美術館では、多少ともラジカルな展示内容をめぐって現場
での対立もある。美術作家の白川昌生は、「我が国の美術館においては、天下り役員の館長と専門職で
ある学芸員が対立して館をやめる、といった事件もあれば、展示する作品をめぐって両者間に問題が起
きたりということなども聞く、……学芸員のマネジメント的能力が大きく要求されている今日の美術館
の状況を考えるならば、美術にうとい館長、課長などが天下りでやってくる現場では、まず人間的な相
互理解と文化的事業の評価に関する理解困難・不能の問題が起こってきるはずだ。さらに現在では、外
部から企画をもちこむインディペンデント・キュレ―ター等の問題も発生している」と指摘したうえで、
ロンドンのニュー・テート・ギャラリーやビルバオの成功事例についても、つぎのように問題点にふれ
ている。「しかしながら、このような、大都市の、好条件下で運営、活動のできる美術館はむしろ限ら
れているのが現実であり、地方の小美術館は非常に厳しい資金不足、人材不足の中で存続をかけた苦戦
を強いられている。現在、財政難に直面している公立、私立の美術館、アートセンターは、いかにして
公衆との関係をひろげてゆくか、公衆からの支持を増大させてゆくかに苦心しているのだ。それが達成
できなければ、閉館、コレクションの売却という現実がさしせまっているのだ」。白川昌正『美術館・
動物園・精神科施設』水声社（2010年）、161～ 162頁、189頁。
28）鉄鋼業、非鉄金属、化学といった広大な敷地を必要とした産業分野のほかに、輸送機器では造船などが
典型的な重厚長大産業である。
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れ、そこに経済的な役割などが求められてき
たわけではない。
　他方において、アート産業という言葉が定
着してきたことが示唆するように、いまは現
代アートがある種の投機商品として売買され
る時代ともなっている。公立美術館がそうし
た作品を個人コレクターと張り合って購入で
きる時代でもなくなってきてもいる。他方、
親しみやすいという意味で、現代アートが地
方の町おこしの手段として地域アートなど、
美術館を飛び出してアートが溢れかえる時代
ともなってきている 30）。
　こうした時代であるからこそ、公立美術館
のみならず、さまざまな文化施設にかかわる
意義を考える時代となってきている。そんな
アートが溢れかえる時代であるからこそ、地
方の公立美術館の学芸員などの隠れた地元作
家の発掘力がますます重要になってきている
のではないだろうか。自分たちの地域への誇
支え続け、その後、衰退産業となった地域に
おいて、どのような人びとの営みがあり、ど
のような地域社会であったのかを、田川市な
どの文化施設などはそれを伝える力をもって
いる。山本の炭鉱画は、炭鉱業＝田川市など
筑豊地方の近代産業遺産を視覚的に現在に伝
えるだけではなく、社会そのものの変化をも
現在に伝えてくれる不思議な力をもってい
る 29）。
　最後に、経済政策と文化政策との関係にも
どっておけば、経済政策はそれまでの産業
ベースでの振興を意図した産業政策全般、工
業政策、商業・サービス業政策、企業規模別
の対応を意図した中小企業政策などの下に実
施されてきたものの、現在ではその対象と範
囲を文化にまで拡大させて、文化経済政策の
名の下でさまざまな試みがされてきている。
かつては、美術館や博物館などミュージアム
の存在は、非経済的な存在として位置づけら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
29）山本は筑豊の炭鉱で 50年近く、採炭工などとして働き、還暦をこえてからもっぱら墨画として 1000枚
以上描いた。山本の炭鉱（記録）画は、平成 23［2011］年 5月にユネスコ登録遺産に登録された。認定
対象となったのは、田川市石炭・歴史博物館所蔵の絵画、日記、原稿のほか、山本家から田川市にある
福岡県立大学への寄託の絵画、日記、現行などである。認定に先だって、東京の目黒区美術館で、平成
21［2009］年に「“文化”資源としての〈炭鉱〉」展が開催されている。山本はプロの画家ではなく、採
炭工のときの記録を元に多くの炭鉱画を残した。日本近代史の研究者の有馬学は、そうした山本炭鉱画
の世界記憶遺産登録の意義について、「私が注目するのは、そこに旧産炭地における石炭産業と地域社
会のかかわりをめぐる、新たな段階の到来が暗示されていると考えるからである。最も重要なことは、
……筑豊に残存する産業遺産のサイトが貧弱であることの歴史的根拠と関係している。つまり、かつて
は思いだしたくもない記憶であった〈石炭〉に、産炭地の地域社会がようやく向き合うことが可能にな
り、眼をそらし続けた（それには正統な理由があった）〈石炭〉を正視することで、地域社会のアイデ
ンティティを確認し直そうとする動きが少しずつ広がってきたということである。そして世界遺産問題
は、間違いなくその契機となっているのである」と指摘する。有馬学・マイケル・ピアソン・福本寛・
田中直樹・菊畑茂久馬『山本作兵衛と日本の近代』弦書房（2014年）、21頁。
30）この傾向について、美術作家でもある大野左紀子は「都市の美術展から地方の町おこしまでアートが溢
れていて、そのすべてが異口同音に『豊かなアート体験』『アートは人と人を繋ぐ』『アートはコミュニ
ケーション』といった宣伝活動とともにある状況も、何かが過剰になっている」と指摘する。必然、
アートに対する関係も、従来の「鑑賞」から「体験」＝ワークショップなど、美術館体験は多彩になっ
てきている。この背景には、来館者数の増加の意味合いも強い。大野左紀子『アート・ヒストリー―な
んでもかんでもアートな国・ニッポンー』河出書房新社（2012年）81頁。
27文化資本と地域経済政策
りは、今後の地域社会の展望を切り開くうえ
で、いままで知られることがなかった地元作
家の作品31）の発見・収集・研究・展示といっ
た公立美術館の基本的役割は保持されてよ
い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
31）筑豊という炭鉱地域で自らの採炭工としての生活を描いた山本作兵衛との対比で、久留米市の酒造家に
生まれた高島野十郎（1890～ 1975）も独学で油彩などを学び、東京大学農学部卒業後に「世の画檀」
とは一線を画して、炭鉱で活気ある九州の地域社会とは異なる静謐な感覚のなかで、高度経済社会の行
き詰まりをなにか暗示するような絵画などを多く残した。一部の人たちにしか知られていなかった野十
郎の絵画は、地元の福岡県立美術館の関係者などによって世に出されることになる。福岡県立美術館の
副館長元副館長の西本匡伸は、「高島野十郎の昨日、今日、明日」で、「野十郎は画檀と距離を置いた姿
勢と行動を貫いたため、彼を知る人は友人知人の域を超えることはなかった。画家として無名であった
野十郎に、初めて光が当ったのは没後 5年度の昭和 55年に開かれた展覧会『近代洋画と福岡県』であっ
た。当館の前身の福岡文化会館の企画展として開かれ、……他の著名な洋画家たちのなかで―引用者注）
地元の画家ですら聞いたことも見たこともない野十郎の存在と作品は、展覧会において新鮮に映ったこ
とだろう」と指摘する。野十郎の作品は彼の経歴とその後の生き方の感連とも相まって、溢れかえる
アートの時代にあって、アートとは何か、アートと社会との相互作用は何かという問いを突き付けてい
る。西本匡伸・高山百合・山田敦雄・江尻潔編『高島野十郎―光と闇、魂の軌跡―』東京美術（2015
年）、16頁。
